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国際文化研究科の20年をふりかえる



































研究科発足直前の平成 5年 3月 4日開催の「国際文化研究科設置準備委員会（第 19回）議事」
の記録に、そのアンケート回答集計が残されている。それによると、回答数は 112で、その内訳


















初年度の入学試験結果の記録を見ると、志願者 99名（一般 64名、社会人 22名、外国人 13名）
で、受験者数は 97名、合格者数は 49名であり、入学辞退者はなく、定員 37名に対して入学者
は 49名だった。（付表 1として、初年度から平成 25年度に至る入学者数の一覧を掲載しておく。）
志願者数は、（偶然かもしれないが）上記アンケートの「志願する」及び「考慮中」の回答者数
合計とほぼ一致することに気づく。














































































































平成 6 年　第 1 回「国際文化基礎講座」（直面する国際問題―明日の世界を読む―）
平成 7 年　第 2 回「言語と文化―異文化の壁を超えて―」
平成 8 年　第 3 回「『外国人』の内と外―または外国人としての自分―」
平成 9 年　第 4 回「中国と日本―似て非なるもの―」
平成 10年　第 5 回「アメリカとヨーロッパ―歴史・言語・文化―」
平成 11年　第 6 回「言語の多様性と規則性」
平成 12年　第 7 回「学際的視点から見た環境問題―その社会・経済・科学的諸相―」
平成 13年　第 8 回「もう一つのヨーロッパ―中・東欧の多元的世界―」


































































































































平成 6（1994）年 6月  東北大学国際文化学会を創設。初代会長は佐々木 肇教授。
 10月  第 1回公開講座「国際文化基礎講座」（直面する国際問題―明日の世
界を読む―）を実施。
平成 7（1995）年 4月 小川 陽一教授、研究科長（第 2代）に就任。
 10月 第 2回公開講座「言語と文化―異文化の壁を超えて―」を実施。
 12月  発足後 2年間の見直しと今後の発展を図るために自己評価報告書『東
北大学大学院国際文化研究科　現状と課題』を刊行。
平成 8（1996）年 9月  秋季入学試験の導入。
 10月  第 3回公開講座「『外国人』の内と外―または外国人としての自分―」
を実施。
平成 9（1997）年 4月 井原 聰教授、研究科長（第 3代）に就任。
  7月  自己評価報告書『東北大学大学院国際文化研究科―5年間の歩みと今
後の課題―』を刊行。
 10月 第 4回公開講座「中国と日本―似て非なるもの―」を実施。
  11月  研究科創設 5周年記念シンポジウム「国際文化とは何か」を山形孝
夫元宮城学院女子大学長、渡部治雄山形県立米沢女子短期大学長、
一力雅彦河北新報編集局長等を招いて実施。
平成 10（1998）年 10月  第 5回公開講座「アメリカとヨーロッパ―歴史・言語・文化―」を実施。




平成 11（1999）年 3月  学外から 12名の有識者（日本人 7名、韓国人 1名、中国人 1名、ア
メリカ人 1名、フランス人 1名、ドイツ人 1名）を招いての外部評
価報告書『外から見た国際文化研究科―学際的な大学院の現実と未
来―』を刊行。
  4月 井原 聰教授、研究科長（第 4代）に就任。
 　 8月 テヘラン大学（イラン）との大学間学術交流協定を締結（世話部局）。
 10月 第 6回公開講座「言語の多様性と規則性」を実施。
 　12月  レンヌ第 2大学（フランス）との大学間学術交流協定を締結（世話
部局）。










  竹中 興慈教授、研究科長（第 5代）に就任。
 　4月  ムハンマド 5世大学・アグダル（モロッコ）との大学間学術交流協
定を締結（世話部局）。
 　6月  国際文化言語論専攻新設の記念講演会を開催。小林和男作新学院教
授による「命を持った言葉」、鳥飼玖美子立教大学教授による「多文
化時代における言語と文化」という題目の講演が行われた。
  10月  第 8回公開講座「もう一つのヨーロッパ―中・東欧の多元的世界―」
を実施。
平成 14（2002）年 4月 技術協力論講座名を科学技術交流論講座に改めた。
  10月  文部科学省が優れた研究に予算を重点配分する平成 14年度「21世紀
COEプログラム」人文科学分野で本研究科が申請した研究テーマ「言
語・認知総合科学戦略研究教育拠点」が採択された。
  第 9回公開講座「再検討　アメリカの正義」を実施。






平成 15（2003）年 4月 米山 親能教授、研究科長（第 6代）に就任。
   環境科学研究科の設置に伴い、アジア社会論講座の学生募集停止、
廃止へ。
   学務部の改組により、国際文化研究科等事務部から、国際文化研究
科事務部として分離・独立。留学生センター移転後、国際文化棟西
棟となり、川北合同棟から国際文化言語論専攻教官が移動。
 9月 第一期（平成 16～ 21年度）「中期目標・中期計画」を策定。
 10月～ 11月 第 10回公開講座「グローバル化の中のアジア」実施。
平成 16（2004）年 3月 高麗大学（韓国）との大学間学術交流協定を締結（世話部局）。
 　4月 国立大学法人へ移行。
  10月  国立大学法人化に伴い運営体制を改革。新たに運営会議、代議員会
議等を設置する。
   『自己評価報告書（1998～ 2002年度）』刊行。




 10月～ 11月 第 11回公開講座「どうなる日本！？―将来への展望―」実施。
  11月  仙台市との合同によるレンヌ市、レンヌ第 2大学及びフランス外務
省訪問。
平成 17（2005）年 4月 浅川 照夫教授、研究科長（第 7代）に就任。
   「東北大学ヒューマンセキュリティ連携国際教育プログラム」に参加。
（農学研究科、医学系研究科、環境科学研究科、国際文化研究科）。
   専修免許状（中学校及び高等学校：英語）が取得できるカリキュラ
ムを開始。
 11月～ 12月 第 12回公開講座「『生きざま』の研究―人間的魅力とは何か―」実施。
平成 18（2006）年 2月  第 1回公開国際交流プログラム「韓国文化への誘い―映像と言葉
から見た日韓文化交流―」（パク・ジョンヨル、イ・チュンジク／
韓国、中央大学校教授）開催。
 　6月  第 2回公開国際交流プログラム（仙台―レンヌ交流 40周年記念）「フ
ランス文化講演会／日仏文化交流―その経済的側面―」（ジャン
=ルイ・ムキエリ／在日フランス大使館文化参事官）開催。
 　7月  第 3回公開国際交流プログラム「韓国風流との出会い―コムンゴ
とヘグムの調べ―」（金永宰／韓国国立芸術総合学校教授、金龍河
／同校院生）開催。
 10月  第４回公開国際交流プログラム「ヨーロッパ文化講演会／ＥＵにお
ける言語教育の現在」（アルベール・プレヴォ／フランス、国際教育
学研究センター長）開催。
 11月～ 12月  第 13回公開講座「『生きざま』の研究 Part2―人間的魅力とは何か―」
実施。





 　4月 石幡 直樹教授、研究科長（第 8代）に就任。




 　6月  第 6回公開国際交流プログラム「講演会／欧州連合―フランスか
らの視点―」（クリストフ・プノ／駐日フランス公使）開催。
 　10月  第 7回公開国際交流プログラム「音楽に見るブルターニュ文化とそ
の現代性」（イヴ・ドゥフランス／フランス、レンヌ第 2大学教授）
開催。




平成 20（2008）年 3月 中央大学校（韓国）との大学間学術交流協定を締結（世話部局）。
 　11月 第 15回公開講座「異文化を見るまなざし」実施。
平成 21（2009）年 4月 小林 文生教授、研究科長（第 9代）に就任。
  講座改編により新講座＊＊＊＊を設立。
  第二期（平成 22～ 27年度）「中期目標・中期計画」策定。
 　7月  研究科主催講演会「オバマのアメリカ̶̶政治と宗教の新たな局面」
（ロジャー・ロビンズ／アメリカ、メリーモント大学准教授）開催。
 10月～ 11月  第 16回公開講座「暮らしの中の宗教倫理―源氏物語・韓国映画・チェ
チェン戦争―」実施。
 　11月 研究科主催「第 2回アジア自動車環境フォーラム」開催。
平成 22（2010）年 4月 講座改編による新カリキュラム開始。
 10月  研究科主催講演会「イラン女性の現在」（ヘシュマト・モイーニーファ
ル／イラン、テヘラン大学助教授）開催。
 11月  研究科主催講演会「草の墓と砂の墓―南島の二次葬の現場から」（パ
ク・チョンヨル／韓国、中央大学校教授）開催。
 11月 第 17回公開講座「『装い』の文化史―変化する同一性」実施。
平成 23（2011）年 3月 11日　東日本大震災発生。
 　4月 小林 文生教授、研究科長（第 10代）に就任。
 　  国際化拠点整備事業（グローバル 30）に基づく言語総合科学コース
を開設。
 　5月 連休明けより新年度講義を開始。
 　6月  研究科主催講演会「風土と縁起と天災・人災」（オギュスタン・ベル
ク／フランス国立社会科学高等研究院）開催。
 11月 第 18回公開講座「災害を生きる―その文化的諸相―」実施。
平成 24（2012）年
 4月～ 11月 国際文化研究科棟および西棟の震災復旧工事。




 　7月  研究科主催講演会「カタストロフィの思想」（ジゼル・ベルクマン／
フランス、国際哲学コレージュ、プログラムディレクター）開催。
 10月 第 19回公開講座「再生の今―新しいビジョンの構築のために―」実施。
 　11月  研究科主催講演会「2012年アメリカ大統領選挙と日米関係の行方」（ロ
ナルド・レベナー／アメリカ、ユタ大学教授）開催。
平成 25（2013）年 4月 黒田 卓教授、研究科長（第 11代）に就任。
  10月 国際文化研究科棟、耐震補強工事開始にともない仮校舎に移転。　
 11月 国際文化研究科創立 20周年記念行事開催。
  11月 第 20回公開講座「アジア経済発展の功罪」実施。
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前期 2年の課程 後期 3年の課程
平成 5年度 49／37
平成 6年度 38／37
平成 7年度 39／37 18／29
平成 8年度 40／37 20／29



















平成 5年度 ― ― 前期課程入学開始
平成 6年度 ― ―
平成 7年度 ― ― 後期課程進学・編入学開始
















平成24年度 14 2 課程博士（国際文化13、学術 1）











平成 5年度  49 49  0  6
平成 6年度  88 39 49 14
平成 7年度  87 39 48 14
平成 8年度  94 40 54 12
平成 9年度 102 37 65 17
平成10年度  99 36 63 17
平成11年度 100 37 63 16 1
平成12年度  98 37 61 15
平成13年度 104 50 54 19
平成14年度 118 49 69 22
平成15年度 118 50 68 33
平成16年度 128 63 65 52 2
平成17年度 124 47 77 57 1
平成18年度 108 42 66 49 4
平成19年度  99 44 55 44 3
平成20年度  96 37 59 45 4
平成21年度  87 31 56 46 2
平成22年度  89 44 45 51 1
平成23年度  85 33 52 55 1
平成24年度  79 30 49 48 1







平成 5年度 ― ― ― ― ―
平成 6年度 ― ― ― ― ―
平成 7年度  18 18  0  0  3
平成 8年度  36 20 16  0  9
平成 9年度  44 10 19 15 11
平成10年度  55 21  9 25 16
平成11年度  64 19 20 25 14
平成12年度  74 19 19 36 15
平成13年度  80 16 19 45 13 1
平成14年度  80 19 15 46 19
平成15年度  91 27 16 48 22
平成16年度 100 27 27 46 26
平成17年度 105 25 26 54 29 1
平成18年度 114 27 24 63 36 1
平成19年度 109 17 26 66 34 1
平成20年度 101 18 16 67 30 1
平成21年度 102 21 18 63 34 2
平成22年度 100 20 21 59 42 2
平成23年度  96 16 18 62 47 1
平成24年度  81  8 16 57 38 2
平成25年度  61  3  8 50 27 2
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付表 4　外国人留学生の出身国一覧 （正規生のみ）
国・地域名
1 アゼルバイジャン
2 アメリカ合衆国
3 アルメニア
4 イギリス
5 インドネシア
6 ウクライナ
7 オーストラリア
8 オーストリア
9 コートジボアール
10 ジャマイカ
11 スウェーデン
12 タイ
13 ドイツ
14 トルコ
15 トンガ
16 ニュージーランド
17 ハンガリー
18 フィリピン
19 ブラジル
20 ベトナム
21 ポーランド
22 ボスニア・ヘルツェゴビナ
23 マレーシア
24 ミャンマー
25 モザンビーク
26 モンゴル
27 ルーマニア
28 韓国
29 香港
30 中国
31 台湾
付表 5　科研費採択数
年度 件数
平成 6年度 34件
平成 7年度 40件
平成 8年度 33件
平成 9年度 38件
平成10年度 27件
平成11年度 30件
平成12年度 45件
平成13年度 49件
平成14年度 44件
平成15年度 20件
平成16年度 18件
平成17年度 22件
平成18年度 27件
平成19年度 28件
平成20年度 30件
平成21年度 30件
平成22年度 27件
平成23年度 30件
平成24年度 30件
平成25年度 33件
